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第１章 都内マンションの現状 

 

１ 増大する都内マンション 

  

 （１） 分譲マンションの供給状況 

 
 
 
  

都内における分譲マンションの新規着工戸数の推移を見ると、バブル期の前後（１９８５

年から１９９３年）では、毎年２万戸前後の着工戸数であったが、１９９４年以降急激に増加

し、１９９７年以降は、毎年４万戸を超える戸数が着工されている。 

これに伴い、マンションストックは、１９８６年には５０万戸だったものが、１５年後の２００１

年には２倍の１００万戸を超え、２００３年には、新規着工戸数が７万戸を超えるなど、マン

ションストックが増大している。 

 
 図１－１ 都内の分譲マンション新規着工戸数・着工累積戸数 
 

5.1万戸

50.9万戸

100万戸超
103.6万戸

146.1万戸

0

1

2

3

4

5

6

7

8

71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08

0

20

40

60

80

100

120

140

160

東京都内
マンション
新規着工戸数

東京都内
マンション
着工累積戸数

新規着工戸数（万戸） 着工累積戸数（万戸）

（年）

 
  資料：「住宅・土地統計調査」（総務省）、「住宅着工統計」（国土交通省） 
   （注） １９７０（昭和４５）年以前のストック集計は「平成１０年住宅・土地統計調査」による。以降は、 

「住宅着工統計」による着工戸数を加算 

 
都内のマンションストックは１４０万戸を超え、４世帯に１世帯はマンションに居住 
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また、都内の地域別の分譲マンションの新規着工戸数を見ると、都心３区（千代田区、

中央区、港区）は、２００２年以降、市部全体の新規着工戸数を上回っていたが、２００３年

の１万４８８４戸をピークに年々減り続け、２００５年以降は、市部全体の新規着工戸数を下

回っている。区部全体としては、２００３年の６万４５６８戸をピークに年々減り続けてきたが、

２００７年の３万５４４５戸を境に再び増加に転じ、２００８年には４万２０４９戸着工された。 

 

 

図１－２ 都内の地域別分譲マンション新規着工戸数の推移 
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         資料：「住宅着工統計」（国土交通省） 

 

 

 

都内の世帯数は、１０年前の１９９８年から２００８年までにかけて、毎年、７万世帯から９

万世帯までの規模で増加を続け、１９９８年の５２３万９５４５世帯と比較して、２００８年には

約１７％の伸びを示し、６１２万５８２４世帯となっている。 

また、１９９８年に６世帯に１世帯であったマンション居住世帯は、２００８年には、４世帯

に１世帯にまで増えている。 
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図１－３ 都内の地域別世帯総数の推移 
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      資料：「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（東京都総務局） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【課 題】 

マンションストックは、増加の一途をたどることが見込まれるが、今後

も、良質な住宅ストックとして維持し、都民の主要な居住の選択肢として、

社会全体で活用していくことが重要である。 
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 （２） 新規分譲マンションの傾向 

 
 
 
  
 

    都内の新規に供給された分譲マンションの建築面積に対する建築延面積の推移（倍

率）を見ると、都全体として２００６年に７．１倍となるまで増加傾向にあったが、２００７年に

いったん６．３倍と大きく減少したものの２００８年には７．３倍に増加している。このことから、

全体として倍率の増加傾向が見受けられ、マンションが高層化していることがうかがわれ

る。 

     地域別に見ると、区部は都全体と同様に推移している。 

一方、市部については、１９９５年以降、５．０倍から５．７倍までの範囲で安定的に推移

している。 

 

 

    図 １－４  都内の新規分譲マンションの建築面積に対する建築延面積（倍率）の推移 
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          資料：㈱不動産経済研究所資料に基づき東京都都市整備局作成 

 

新規分譲マンションの建築面積に対する建築延面積の倍率は、７．３倍に増加し、

マンションが高層化傾向 
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都内の超高層マンション（高さが６０ｍを超えるもので、賃貸マンションを含む。）のしゅん

工状況を見ると、１９８７年までは、毎年２棟以下のしゅん工棟数で推移していたが、１９８８

年以降急激に増え始め、以降２００２年まで、５棟から２０棟前後で推移し、２００３年以降は、

３０棟を超えてしゅん工されるようになり、２００８年においてのしゅん工累積棟数は、４１４棟

となっている。 

 

 

図 １－５  都内の超高層マンション（高さが６０ｍを超えるもので、賃貸マンションを

含む）のしゅん工棟数の推移 
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資料：「建築統計年報」（東京都都市整備局） 

 

 

 

次に、都内の新規に供給された新規分譲マンションの専有面積の推移を見ると、１戸当

たりの平均専有面積は、２００２年の７５．５㎡をピークに、以降７０㎡台前半で推移している。

地域別には、区部で、２００２年の７３．１㎡をピークに、以降７０㎡前後で推移し、２００８年

は６９．５㎡となっている。市部は２００２年の８２．５㎡をピークに下降を続け、２００８年には

７５．４㎡となっている。 
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 図 １－６  都内の新規分譲マンションの１戸当たりの平均専有面積の推移 
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       資料：㈱不動産経済研究所資料に基づき東京都都市整備局作成 
 
 
 
 
 
 
   また、都内の新規に供給された分譲マンションの１棟当たりの平均住戸数の推移を見る

と、都全体として、２０００年の４４．８戸に達してからは、４０戸台後半から５０戸台前半の範

囲で推移し、５３．１戸となった２００６年までは、おおむね増加傾向にあったが、以降、減

少に転じ、２００８年には前年比１９％減の４１．１戸と１９９９年の３９．５戸のレベルにまで減

少した。 

    地域別に見た場合、区部は２００６年の５４．６戸をピークに２００７年４７．６戸、２００８年は

４２．５戸と２００６年と比較し、２２％減少している。市部は、４０戸台前半から５０戸台後半の

広い範囲で増減を繰り返しながらも増加傾向にあったが、２００４年の５８．２戸以降、減少

に転じ、２００７年にはいったん、前年比２２％増の５９．４戸と大幅な増加を見たものの、再

び、２００８年には３６．６戸と大きく減少している。 
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    図 １－７  都内の新規分譲マンションの１棟当たりの平均住戸数の推移 
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           資料：㈱不動産経済研究所資料に基づき東京都都市整備局作成 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【課 題】 

新規分譲マンションの建築面積に対する建築延面積の倍率は増加傾向に

あり、マンションが高層化していることが推察される。また、超高層マン

ションのしゅん工棟数も大幅に増加しており、今後、高層化マンションの

実態を把握し、多様な共用施設の維持管理、多数の区分所有者の合意形成

などの高層化マンション特有の課題について把握していく必要がある。 
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（３） 市場の動向 

 
 
 
 

都内分譲マンションの年収倍率（平均年収に対するマンション価格の倍率）の推移から

市場の動向を見ると、まず、新築マンションの年収倍率は、２００３年の７．３８倍以降増加

を続け、２００７年に９．８５倍に達し、２００８年に前年比約７．５％減の９．１１倍となったもの

の２００６年よりは約６．２％増加しており、購入しやすくなったとは言い難い傾向は続いて

いる。なお、新規分譲マンションの平均価格（７０㎡換算）は、２００８年において５，５６１万

円となっている。 

一方、中古マンション（築１０年）の年収倍率を見ると、２００６年まで６倍程度で推移して

いたが、２００７年に７．１９倍、２００８年には７．６９倍と上昇傾向にあり、中古マンションも買

い手にとって購入しづらくなっている傾向が見られる。なお、中古分譲マンションの平均価

格（７０㎡換算）は、２００８年において４，６９２万円となっている。 
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                資料：㈱東京カンテイ資料に基づき東京都都市整備局作成 

 

 

 

 

 

新築分譲マンション価格は、やや値下がり傾向にあるが依然として５，５００万円台。

中古マンション価格は、上昇傾向で推移し４，６００万円台に。 

【課 題】 

都内の分譲マンションの価格は、新築及び中古とも、依然として高い水

準にある。 
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図１－８ 都内新築マンション価格（７０

㎡換算）及び年収倍率の推移 

図１－９ 都内中古（築１０年）マン

ション価格（７０㎡換算）及び年

収倍率の推移 
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２ 高経年化が進むマンション 

  
 
 
  

マンションの高経年化の実態を見ると、築年数を経過したマンションは年々増加を続け、

５年前の２００３年には２万６千戸であった築４０年以上のマンションが、２００８年には５万４

千戸に増加し、このまま推移すれば１０年後の２０１８年には４．５倍の２４万５千戸に、１５年

後の２０２３年には８倍の４２万８千戸に到達する見込みであり、マンションの高経年化が加

速的に進んでいる状況である。 

 
 図 １－１０  都内における築４０年以上の分譲マンション戸数の見込み 
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資料：「住宅・土地統計調査」（総務省）、「住宅着工統計」（国土交通省） 

（注） ５年前及び現在については、住宅・土地統計調査から試算した推計値 

        築 50 年以上のマンション（５年前及び現在）については、不明のため０推計とした。 

 
 
 
 
 

築年数を経過したマンションが年々増加し、築４０年以上のマンションが、１０年後に

は４．５倍に。 

【課 題】 

今後、高経年マンションの全体に占める割合が、急速に増加していく状

況において、経年によるマンションの老朽化を抑制し、適切な維持管理や

改修、建替えによる再生を図っていく必要がある。 


